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1 �　デジタル改革関連 6法の成立
と施行

令和3年5月12日、従来の「高度情報通信
ネットワーク社会形成基本法」（いわゆる「IT
基本法」）を廃止し、デジタル関連法案とし
て、①デジタル社会形成基本法（従来のIT
基本法の後継法）、②デジタル庁設置法、③
デジタル社会の形成を図るための関係法律の
整備に関する法律等を含め合計6つの法律が
成立し、①～③の法律は令和3年9月1日に
施行されるに至っている。

この法律は、新型コロナウィルス感染症の
拡大への対応の過程において、わが国のデジ
タル化の遅れとシステム連携における非効率
さが顕在化したことに端を発するものであ
る。とりわけ、感染拡大防止のためのテレワ
ーク等に際しては、法律上の書面作成義務の
存在や押印の必要性のために出社を余儀なく
されるなど多くの不都合が露呈された。この
ため、目指すべきデジタル社会の実現に向け
て制定されたのが、デジタル改革関連6法で
ある。

2 �　デジタル社会の形成を図るた
めの関係法律の整備に関する法
律が不動産取引等に与える影響

⑴�　契約書への押印・書面の作成交付義務の
見直し
デジタル改革関連の6つの法律のうち、「デ

ジタル社会の形成を図るための関係法律の整
備に関する法律」（以下「整備法」という。）は、
これまで法律において書面の作成交付義務や
書面への押印が義務付けられていたものにつ
いて押印義務と書面化義務を見直した。「押
印義務の見直し」については民法や宅地建物
取引業法等の22の法律が見直され、「書面化
義務の見直し」については、民法、宅地建物
取引業法、借地借家法など32の法律が見直さ
れた。単純合計すると58の法律が対象となっ
たように見えるが、このうち、民法、宅地建
物取引業法、建物の区分所有に関する法律、
マンションの管理の適正化の推進に関する法
律、建築士法、公認会計士法の6つの法律は
押印の見直しと書面化の見直しの双方に共通
しているため、実質48の法律について、押印
と書面化義務の見直しがなされたことになる。

⑵　整備法が不動産取引に与える影響
整備法は、行政や民間における各種の手続

きの際の押印・書面化にかかる制度を見直し、
48の法律が改正されたものであるが、わが国
の不動産取引において、押印義務や、書面の
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作成・交付義務を定めていた法律は少なくな
い。特に、不動産取引においては、宅地建物
取引業法では、重要事項説明書という書面の
作成・交付義務や、同法37条書面の作成交付
義務等が定められ、借地借家法では、定期借
地権においては書面化が要件とされているも
のや、定期建物賃貸借契約や借地借家法第38
条3項書面（改正前の同法38条2項書面）に
ついては、書面化することが定期建物賃貸借
の有効要件とされてきた。このように、不動
産に関する分野だけでも、民法、借地借家法、
宅地建物取引業法、建物の区分所有等に関す
る法律、マンションの管理の適正化の推進に
関する法律、マンションの建替え等の円滑化
に関する法律等、法律上、書面化が要求され
ていたものは枚挙にいとまがない。本稿は、
整備法が不動産取引に関する民法、借地借家
法、宅地建物取引業法等に与える影響につい
て概観するものである。

3 　整備法が民法に与える影響

まず、整備法が、13種類の契約類型につい
ての定めを持つ民法にどのような影響を与え
るのかという点であるが、実は整備法の民法
への影響は極めて少ない。何故なら、民法第
第522条2項は、「契約の成立には、法令に特
別の定めがある場合を除き、書面の作成その
他の方式を具備することを要しない。」と規
定しており、契約の成立には、契約書の作成・
押印を義務としてはいないからである（いわ
ゆる「諾成契約」の原則）。

ただし、民法においても、書面の作成・交
付に関する規定がある。それは民法第486条
の「受取証書」（不動産売買代金等の領収証等）
に関する規定である。整備法施行前の民法第
486条は「弁済をする者は、弁済と引換えに、

弁済を受領する者に対して受取証書の交付を
請求することができる。」と定めていた。「受
取証書」は、「証書」と言う文言からしても、
明らかに書面で作成されたものであることを
意味している。契約は契約書がなくとも成立
するのが原則ではあるが、民法は、契約に基
づく領収証等の受取証書は書面の交付を前提
としていたのである。

整備法では、新たに、民法第486条2項に「弁
済をする者は、前項の受取証書の交付に代え
て、その内容を記録した電磁的記録の提供を
請求することができる。ただし、弁済を受領
する者に不相当な負担を課するものであると
きは、この限りではない。」との規定を追加
した。

これは、電子商取引が増加している現在、
経済界において、保存も検索も簡便に行うこ
とができる方式が求められていることに対応
するものであり、この改正により、書面によ
る領収証ではなく、電磁的記録により領収の
事実を証明する形式が認められたことを意味
する。

民法では、「電磁的記録」とは「電子的方式、
磁気的方式その他人の知覚によっては認識す
ることのできない方式によってつくられる記
録であって、電子計算機による情報処理の用
に供されるものをいう。」とされている（民
法151条4項）。

従って、今回の改正では、必要な事項を
PDFで記録することでもこの要件を満たす
ことになるが、いわゆる電子署名などの措置
を講ずることまでは法的には要求されていな
い点に留意されたい。

このほか、民法は、押印の見直しについて
は、領事が作成する公正証書遺言及び秘密証
書遺言の封紙に対する遺言者及び証人の押印
を廃止することとしている。
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4 �　整備法による宅地建物取引業
法における押印義務及び書面作
成交付義務等の見直し

⑴　整備法前の宅地建物取引業法の規制
不動産売買契約書や不動産賃貸借契約は諾

成契約とされ、契約書を作成し交付する義務
はない。これに対し、宅地建物取引業法では、
①媒介契約締結時の書面の作成、記名・押印
及び交付（宅地建物取引業法旧第34条の2）、
②重要事項説明書の交付及び宅地建物取引士
の記名押印（宅地建物取引業法第35条）、③
契約締結時の書面の交付（宅地建物取引業法
第37条）が義務づけられてきた。

現在、いわゆる「IT重説」が賃貸借契約
において本格運用されているところではある
が、宅地建物取引業法では、重要事項説明書
を交付しての説明が義務化されていたため、
重要事項説明をオンラインで行うことは可能
であるが、事前に印刷した重要事項説明書を
相手方に郵送する必要があった。以下に述べ
るとおり、今回の法改正により、いわゆる
IT重説を完全に電子化して行うことが可能
になったものである。
⑵�　整備法に基づく宅地建物取引業法におけ
る押印・書面交付の見直し
①媒介契約における押印・書面交付の見直し

整備法の制定に伴い改正された宅地建物取
引業法は、第34条の2（媒介契約締結時の書
面の作成、記名押印及び交付義務等）に以下
の規定を追加した。

宅地建物取引業者は、第1項の書面（媒
介契約締結時の書面）の交付に代えて、
政令で定めるところにより、依頼者の承
諾を得て、当該書面に記載すべき事項を
電磁的方法（電子情報処理組織を使用す
る方法その他の情報通信の技術を利用す

る方法をいう。以下同じ）であって同項
の規定による記名押印に代わる措置を講
ずるものとして国土交通省令で定めるも
のにより提供することができる。この場
合において、当該宅地建物取引業者は、
当該書面に記名押印し、これを交付した
ものとみなす。

整備法に基づく改正宅地建物取引業では、
媒介（代理）契約における書面の作成交付及
び記名押印義務については、依頼者の承諾を
得ることを条件に、電磁的方法により提供す
ることが認められ、それにより、書面を交付
したものとみなされることになったものであ
る。「書面を交付したものとみなされる」と
いうことは、書面を交付する義務自体が廃止
されたわけではないが、電磁的方法により提
供することをもって、書面の交付義務を尽く
したものとみなされるのであるから、電子化
して行うことで宅地建物取引業法上の問題は
なくなったことを意味している。
②�重要事項説明における押印・書面交付の見
直し
整備法の制定に伴い改正された宅地建物取

引業法は、第35条5項中、重要事項説明書等
の書面の交付に当たっては、宅地建物取引士
は当該書面に記名押印しなければならないと
の規定を「記名しなければ」に改め、併せて、
宅地建物取引業者は、宅地若しくは建物の売
買、交換若しくは貸借の相手方若しくは代理
を依頼した者又は宅地建物取引業者が行う媒
介にかかる売買、交換若しくは貸借の各当事
者に対し、重要事項説明書等の書面の交付に
代えて、宅地建物取引業者の相手方等の承諾
を得て、宅地建物取引士に重要事項説明書等
に記載すべき事項を、電磁的方法であって記
名押印に代わる措置を講ずるものとして国土
交通省令の定めるものにより提供させること
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ができるものとし、当該宅地建物取引業者は、
当該宅地建物取引士に当該書面を交付させた
ものとみなす、との規定を設けている。

要するに、重要事項説明書については、記
名押印義務を、記名のみの義務とし（押印義
務の見直し）、相手方の承諾を得ることを条
件に、国土交通省令で定める電磁的方法によ
り提供すれば書面を交付したものとみなされ
ること（書面化の見直し）となったものであ
る。
③�契約締結時の書面における押印・書面交付
の見直し
整備法の制定に伴い改正された宅地建物取

引業法は、第37条3項中、宅地建物の売買又
は交換に関し、自ら当事者として或いは代理、
媒介により契約を締結したとき、貸借に関し、
代理、媒介により契約を締結したときは、宅
地建物取引業者は、宅地建物取引士をして当
該書面に記名押印させなければならないとの
規定を「記名させなければ」に改め、併せて、
宅地建物取引業法第37条1項の書面（契約締
結時の書面）の交付に代えて、被交付者の承
諾を得て、当該書面に記載すべき事項を電磁
的方法であって国土交通省令で定めるものに
より提供することができ、この場合には当該
宅地建物取引業者は当該書面を交付したもの
とみなすものとした。

要するに、宅地建物取引業法第37条に定め
る契約締結時書面は、記名押印義務を記名義
務とし、併せて、被交付者の承諾を得ること
を条件として、国土交通省令で定める電磁的
法上により提供すれば、書面を交付したもの
とみなされることになったものである。

これらの宅地建物取引業法における電子化
の規定は令和4年5月18日から施行されてい
る。

5 �　整備法による借地借家法の押印
及び書面作成交付義務の見直し

⑴�　定期借地権における書面の作成義務の見
直し
整備法により、借地借家法等の改正、借地

借家法施行令及び借地借家法施行規則が改正
された。

借地借家法第22条に定める一般定期借地権
の成立要件に関する規定（更新しない、建物
再築の場合の存続期間の延長をしない、法第
13条の建物買取請求権を行使しないとの3つ
の特約を公正証書による等書面で合意するこ
と）については、3つの特約の内容を記録し
た電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その
他人の知覚によっては認識することのできな
い方式によってつくられる記録であって、電
子計算機による情報処理の用に供されるもの
をいう。第38条2項及び第39条3項において
同じ、）によってされたときは、その特約は
書面によってされたものとみなす、とされた。

一般定期借地権は、上記の3つの特約を公
正証書にする等書面で特約することが要件と
されていたが、これを電磁的記録で作成すれ
ば、書面によってされたものとみなされるこ
とにより、電子化が可能になったということ
である。
⑵�　一般定期借地権以外の定期借地権への影響

定期借地権には、一般定期借地権（法22条）
のほかに、事業用定期借地権等（法23条）及
び建物譲渡特約付借地権（法24条）がある。
事業用定期借地権は契約書を作成するだけで
なく、公正証書により契約しなければ効力を
生じないものとされている。

この点については、整備法による改正借地
借家法では何ら手当がなされていないことに
留意されたい。従って、事業用定期借地権に
ついては、従来と変わらず、書面のみならず、
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公正証書で契約する必要がある。
また、建物譲渡特約付借地権は、立法当初

から、公正証書や書面によることは要件とさ
れておらず、口頭でも成立する諾成契約であ
るから、整備法の影響は受けない。建物譲渡
特約付借地権の場合は、借地上建物の登記記
録に譲渡特約についての仮登記が経由される
ことが通常であるから、契約自体は諾成契約
としてもさほどの問題を生じないと考えられ
たものと思われる。
⑶　定期建物賃貸借契約における影響
①�電磁的記録による定期建物賃貸借契約の成立

普通建物賃貸借は諾成契約であるから、契
約書を作成しなくとも有効に成立するが、定
期建物賃貸借は、公正証書による等書面によ
って契約をするときに限り、更新がないこと
を定めることができるものとされている（借
地借家法第38条1項）。しかし整備法に伴い
改正された借地借家法では、同項に続き2項
として「前項による建物の賃貸借の契約がそ
の内容を記録した電磁的記録によってされた
ときは、その契約は書面によってされたもの
とみなして同項の規定を適用する。」との規
定が追加された。これにより定期建物賃貸借
契約は電磁的記録により作成することが可能
となった。
②��定期建物賃貸借の書面を交付しての説明義
務の見直し
従来、いわゆる借地借家法第38条2項書面

として、定期建物賃貸借契約の締結の前に、
建物の賃貸人が、賃借人に対し、当該建物賃
貸借は更新がなく、期間の満了により終了す
ることを記載した書面を交付してその旨を説
明しなければならず、この説明をしなかった
ときは定期建物賃貸借は無効とする旨が定め
られていた。整備法に伴い改正借地借家法で
は、前述のとおり、2項として「前項による
建物の賃貸借の契約がその内容を記録した電

磁的記録によってされたときは、その契約は
書面によってされたものとみなして同項の規
定を適用する。」との規定が追加された。こ
れにより、従来の借地借家法第38条2項書面
は、3項書面とされることになり、同4項に
おいて「建物の賃貸人は、前項の規定による
書面の交付に代えて、政令で定めるところに
より、建物の賃借人の承諾を得て、当該書面
に記載すべき事項を電磁的方法（電子情報処
理組織を使用する方法その他の情報通信の技
術を利用する方法であって法務省令で定める
ものをいう。）により提供することができる。
この場合において、当該建物の賃貸人は、当
該書面を交付したものとみなす。」との規定
が追加された。従って、従来のいわゆる38条
2項書面（現在は38条3項書面）は、4項に
おいて、賃借人の承諾を得た場合に限られる
が、電磁的方法で提供することが可能になっ
た。
③取り壊し予定の建物の賃貸借に対する影響

従来の借地借家法第39条では、法令又は契
約により一定の期間を経過した後に建物を取
り壊すべきことが明らかな場合には、建物を
取り壊す時に賃貸借が終了する旨を定めるこ
とができるが（1項）、その建物を取り壊す
べき事由を記載した書面によって特約をしな
ければならないとされている（2項）。整備
法に伴う改正借地借家法では、新たに3項を
設け「第1項の特約がその内容及び前項に規
定する事由を記録した電磁的記録によってな
されたときは、その特約は同項の書面によっ
てなされたものとして同項の規定を適用す
る。」との規定が追加された。これにより、
取り壊し予定建物の賃貸借も電磁的記録によ
り締結することが可能になったものである。

デジタル整備法による借地借家法等の改
正、借地借家法施行令及び借地借家法施行規
則は、令和4年5月18日から施行されている。
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6 �　整備法に伴う不動産取引の電
子化への対応

⑴　契約書における文書の真正
これまで不動産取引契約においては、実務

上は、当事者の記名及び実印の押捺により契
約書の作成が行われてきた。その理由は、文
書の成立に関して民事訴訟法228条1項は「文
書はその成立が真正であることを証明しなけ
ればならない。」と規定し、同条4項におい
て「私文書は、本人又はその代理人の署名又
は押印があるときは申請に成立したものと推
定する。」との推定規定があるからである。
不動産取引契約において実印の押捺と印鑑証
明書の添付を求めてきたのはこの理屈による
ものである。

整備法により、押印が不要とされ、相手方
の承諾を得て、契約書面を実印を押捺して作
成するのではなく電磁的記録による場合、実
務上、文書の真正をどのようにして担保する
のかという問題を生じる。
⑵�　電子署名及び認証業務に関する法律（以
下「電子署名法」という。）の活用
①電磁的記録の真正な成立の推定

電子署名法第3条では、「電磁的記録であ
って情報を表すために作成されたもの（公務
員が職務上作成したものを除く。）は、当該
電磁的記録に記録された情報について本人に
よる電子署名（これを行うために必要な符号
及び物件を適正に管理することにより、本人
だけが行うことができることとなるものに限
る。）が行われているときは、真正に成立し
たものと推定する。」と規定している。
②電子署名の定義

電子署名法第2条では、
「電子署名とは、電磁的記録（電子的方式、
磁気的方式その他人の知覚によっては認識す
ることができない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用に供され
るものをいう。以下同じ。）に記録すること
ができる情報について行われる措置であっ
て、次の要件のいずれにも該当するものをい
う。

一 　当該情報が当該措置を行った者の作成
に係るものであることを示すためのもの
であること。

二 　当該情報について改変が行われていな
いかどうかを確認することができるもの
であること。」

と定義されている。
この要件を満たすため、電子署名では、署

名者本人のみが有する「秘密鍵」で署名を作
成し、この秘密鍵と対をなす「公開鍵」と「電
子証明書」を用いて、電子署名により作成さ
れた文書の作成者を特定し、電子文書に以後
の改ざんがなされていないことを確認する。
③電子署名の種類

電子署名は、誰が保有している秘密鍵を用
いるかにより、「当事者型」（契約の当事者が
自分の秘密鍵を用いるもの）と「クラウド型

（立会人型）（電子署名サービス提供業者の秘
密鍵を用いるもの）に分かれる。

当事者型の場合には、さらに、秘密鍵の設
置・保管方法について、当事者が自分の手元
で秘密鍵を管理する「ローカル型」と、当事
者が電子署名サービス提供業者　のサーバー
上で秘密鍵を管理する「リモート型」に分け
られる。

不動産取引において、電磁的な記録により
契約書の作成を行う場合、文書の真正を担保
するための方法を検討する必要があり、この
ような電子署名を活用するのも一つの方法と
考えられる。

 以　上
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